
耐震改修促進法に関する事務取扱要領

（目的）

第１条 この要領は、建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第１２３号

。以下「法」という。）の施行に関し、これを所管する新見市長（以下「所管行政庁

」という。）の事務取扱いについて、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（

平成７年政令第４２９号。以下「政令」という。）及び建築物の耐震改修の促進に関

する法律施行規則（平成７年建設省令第２８号。以下「省令」という。）に定めるも

ののほかに必要な事項を定め、もって事務の円滑化を図り、新見市内の住宅・建築物

の耐震化に資することを目的とする。

（指導及び助言等）

第２条 所管行政庁は、防災査察、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「基

準法」という。）第１２条第１項に規定する定期報告制度等により、特定建築物の所

有者に対し、耐震診断及び耐震改修の必要性を啓蒙し、当該特定建築物の地震に対す

る安全性が確認できないときは、当該所有者に対して、耐震診断及び耐震改修を早急

に行うよう指導するものとする。

２ 所管行政庁は、市民、建築技術者等に対して、住宅・建築物の地震に対する安全性

の向上を図る必要性の啓蒙活動、支援措置に関する情報の提供、耐震診断等の技術的

な基準及び耐震改修の工法に関する情報の提供並びに助言に努めるものとする。

（指示又は報告の徴収）

第３条 所管行政庁は、法第７条第２項の規定による指示は、指示書（様式第１号）に

より行うものとする。

２ 所管行政庁は、法第７条第４項及び法第１０条の規定による報告は、特定建築物の

所有者から、耐震改修等状況報告書（様式第２号）１部に必要な書類及び図面を添付

したものの提出を求めて行うものとする。

（計画の認定等）

第４条 所管行政庁は、法第８条第３項の規定による計画の認定（以下「計画認定」と

いう。）又は法第９条第２項の規定による計画の変更の認定（以下「変更認定」とい

う。）は、原則として、耐震改修の計画に係る耐震診断・補強計画が次に掲げる機関

の評価又は判定を得たものについて認定するものとする。ただし、基準法第６条第１

項第２号に該当しない木造の建築物はこの限りでない。

（１）既存建築物耐震診断・改修等推進全国ネットワーク委員会のホームページに掲

載されている耐震判定委員会

（２）その他前号と同等であると市長が認める機関

（建築主事・消防長等の同意）



第５条 法第８条第４項及び法第９条第２項の規定により、計画認定又は変更認定に係

る耐震改修の計画が基準法第６条第１項の規定による確認又は同法第１８条第２項の

規定による通知を要する場合にあっては、所管行政庁は、耐震改修計画に関する同意

書（様式第３号）により、新見市建築主事の同意を求めるものとする。

２ 法第８条第５項及び法第９条第２項の規定により、計画認定又は変更認定に係る耐

震改修の計画が基準法第９３条の規定を準用する場合にあっては、所管行政庁は、耐

震改修計画に関する同意書（様式第４号）により、新見市消防長の同意を求めるもの

とする。

（認定通知）

第６条 所管行政庁は、計画認定又は変更認定をしたときは、認定した旨の通知書（様

式第５号）により、新見市建築主事へ通知するものとする。

（取下届等）

第７条 計画認定又は変更認定の申請を取り下げようとする者は、取下届（様式第６号

）１部を所管行政庁に提出するものとする。

２ 認定事業者は、認定建築物の耐震改修の工事を取りやめたときは、取りやめ届（様

式第７号）１部に計画認定を受けたことを証する書類を添えて所管行政庁に提出する

ものとする。

３ 所管行政庁は、前２項の規定による取下届又は取りやめ届を受理したときは、受理

通知書（様式第８号）により、新見市建築主事に通知するものとする。

（完了届）

第８条 認定事業者は、認定建築物の耐震改修の工事を完了したときは、工事完了届（

様式第９号）１部に耐震改修の工事に係る部分の工事写真及び完成写真を添えて所管

行政庁に提出するものとする。

２ 耐震改修計画が第５条第１項に定めるところにより、建築主事の同意を必要とする

場合にあっては、認定事業者から前項の規定による完了届が提出されたときは、所管

行政庁は、工事完了届受理通知書（様式第１０号）により、新見市建築主事に通知す

るものとする。

３ 耐震改修計画が第５条第２項に定めるところにより、消防長の同意を必要とする場

合にあっては、認定事業者から第１項の規定による完了届が提出されたときは、所管

行政庁は、工事完了届受理通知書（様式第１１号）により、新見市消防長に通知する

ものとする。

（台帳の整備）

第９条 所管行政庁は、耐震改修促進法台帳（様式第１２号）を整備し、計画認定、変

更認定、報告、届出のあった事項を記録するものとする。

附 則

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。


